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平成３０年８月２４日
建設業社会保険加入推進
地 域 会 議 事 務 局

社会保険加入促進の徹底・定着に向けて

～「建設業社会保険加入推進地域会議」を東北各県で開催～

社会保険加入対策の取組を定着させ、さらに加入促進の徹底を図るべく、

より地域に根ざした取組を展開していくため、「建設業社会保険加入推進地

域会議」を東北地方の各県で設立・開催します。

技能労働者の処遇向上や建設産業の持続的な発展に必要な人材確保を目的
に、平成２４年度以来、建設業界と行政とが一体となって社会保険加入対策
に取り組んできました。
５年が経過し、加入率の上昇という形で、その効果も着実に現れてきてい

ます。
この取組を定着させ、さらに加入促進を徹底するため、今年度は、より地

域に根ざした活動としてこの取組を拡大し、機運の醸成を図っていく地域レ
ベルでの取組を行うこととしています。
このたび、東北地方の各県（宮城県は２月５日開催済）において、社会保

険の加入に積極的に取り組む各県内の建設企業等を対象とした「建設業社会
保険加入推進地域会議」を下記のとおり設立・開催しますので、お知らせい
たします。

記

１．日 時 ： ①山形県建設業社会保険加入推進地域会議
場 所 平成３０年８月２８日（火） 13時30分～14時30分

山形県庁講堂
（山形県山形市松波２丁目８－１）

②福島県建設業社会保険加入推進地域会議
平成３０年９月５日(水) 13時30分～14時30分
福島空港公園事務所会議室
（福島県須賀川市田中字関林１７４－１６）

③秋田県建設業社会保険加入推進地域会議
平成３０年９月１３日(木) 13時30分～14時30分
秋田県庁第二庁舎大会議室
（秋田県秋田市山王三丁目１－１）

④岩手県建設業社会保険加入推進地域会議
平成３０年９月１８日(火) 13時30分～14時30分
岩手県建設業協会建設研修センター大ホール
（岩手県盛岡市松尾町１７－９）

⑤青森県建設業社会保険加入推進地域会議
平成３０年９月２６日(水) 13時30分～14時30分
青森県総合社会教育センター大ホール
（青森県青森市荒川字藤戸１１９－７）
※受付は各会場共に13時00分から

２．主な内容 ： 建設企業による取り組み事例の紹介
建設企業が守るべき行動基準の採択
※詳細は別紙１及び２を参照



３．対 象 者 ： 「各県内に拠点を置く建設企業」 又は
「各県内での施工実績を有する建設企業」
※法人、個人は問いません。
※建設業関係団体への加盟、非加盟も問いません。

４．参加申込 ： 建設企業等の方について、
（建設企業等） 本会議への参加は、原則として事前申込みが必要となります。

※当日、会場に余裕がある場合は、事前申込みをされていな
い方の入場も可能です。

５．取材について： 本会議は公開としておりますが、取材を希望される方は、各県会議
開催日の前日１２時までにＦＡＸ（別紙登録様式）にてお名前・ご所
属・ご連絡先をご登録の上、開始１５分前までに会場へ直接お越し下
さい。

６．そ の 他 ： ご来場の際は、できるだけ公共交通機関をご利用ください。
（福島空港公園事務所会議室を除く）

＜発表記者会＞：青森県政記者会、岩手県政記者クラブ、宮城県政記者会、秋田県政記者
会、山形県政記者クラブ、福島県政記者クラブ、東北専門記者会

問い合わせ先

青森県・岩手県・秋田県・山形県・福島県建設業社会保険加入推進地域会議
（主催者は別紙１のとおり）

【事務局】国土交通省 東北地方整備局 ０２２－２２５－２１７１（代表）

建政部 建設産業課長 家久来 隆男 （内線 ６１４１）
か く らい たか お

建政部 建設産業課 課長補佐 荒木 洋 （内線 ６１５２）
あら き ひろし



別記登録様式

国土交通省 東北地方整備局

山形県
福島県
秋田県 建設業社会保険加入推進地域会議
岩手県
青森県

※該当する県名を○で囲んで下さい。

取材登録書

上記会議につきまして、取材を希望される報道機関におかれましては、会場設営及び配布
資料の準備等のため事前に登録をお願いします。

ＦＡＸ送信期限：８月２７日（月）１２：００まで(山形県）
ＦＡＸ送信期限：９月 ４日（火）１２：００まで(福島県）
ＦＡＸ送信期限：９月１２日（水）１２：００まで(秋田県）
ＦＡＸ送信期限：９月１４日（金）１２：００まで(岩手県）
ＦＡＸ送信期限：９月２５日（火）１２：００まで(青森県）

１ 報道機関名（会社名及び部署名）

２ 氏名等

ご氏名 連絡先 人数
（複数で出席される場合は （当日連絡可能な携帯電話等） （代表者を含む）

代表者のみで結構です。）

３ 送付先

ＦＡＸ：０２２－２２７－４４５９

（国土交通省 東北地方整備局 建政部 建設産業課 資力確保指導係あて）



指示処分
２社

別紙１

「建設業社会保険加入推進地域会議」

目 的

「建設産業の持続的発展に必要な人材確保」と「企業による公平で健全な競争
環境の実現」を目的に、平成２４年度以来、建設業界と行政とが一体となって社
会保険加入対策に取り組んできました。

昨年度が取り組みの目標年次となり、社会保険の加入率１００％に向け加入率
上昇という形で、その効果は現れていますが、高次の下請企業ほど、法定福利
費が適正に支払われていないという課題もあります。

これまでの取り組みをさらに定着させるため、 平成３０年度は、より地域に根
ざした形での理解を広げた取り組みを行うこととしています。

その取り組みにおいて、地域の特性に応じた社会保険の加入を推進する会議
として、２月に開催された宮城県に引き続き、青森県、岩手県、秋田県、山形県、

福島県において「建設業社会保険加入推進地域会議」 を開催します。

主な内容

社会保険の加入に積極的に取り組む企業に参加いただき、
・建設企業による取り組み事例の紹介
・建設企業が守るべき行動基準の採択 を行います。

行動基準を遵守することを宣言された企業を、

「社会保険加入促進宣言企業」 として、東北地方整備局等のHPで
公表を予定しております。

参加対象者

・各県内に拠点を置く建設企業 ※法人、個人は問いません。

・各県内での施工実績を有する建設企業 ※建設業関係団体への加盟、非加盟も問いません。

主催者 青森県・岩手県・秋田県・山形県・福島県
東北建設業協会連合会
各県建設業協会（青森・岩手・秋田・山形・福島）
各県建設産業団体連合会（青森・岩手・秋田・山形・福島）
日本建設業連合会東北支部
全中建岩手
山形県建築協会
建設産業専門団体東北地区連合会
東北地方整備局

【事務局】国土交通省 東北地方整備局 建政部 建設産業課



別紙２

「社会保険加入を進めるにあたって守るべき
行動基準」（案）

元請企業

１． 工事を受注する際には施工に携わる作業員に係る法定福利費を適切に
考慮し、ダンピング受注をしないこと

２． 下請企業を選定する際には、法令上求められる適切な保険に加入してい
ることを確認すること

３． 施工する現場に携わる下請企業に対し、作業員を法令上求められる適切
な保険に加入させることを求め、作業員が適切な保険に加入していることを
確認すること

４． 下請企業に対し、社会保険関係法令に関する正しい知識の普及に努め、
下請指導ガイドラインに基づいた指導を行うこと

５． 下請企業に対し、法定福利費を内訳明示した見積書の活用を促し、法定
福利費相当額を適切に見込んだ金額で契約すること

下請企業

６． 工事を受注する際には必要な法定福利費の額を適切に積算して法定福
利費を内訳明示した見積書を提出し、ダンピング受注をしないこと

７． 労働者である社員と請負関係にある者を明確に区別し、雇用する社員に
ついては、法令に従って必要な保険に加入させること

８． （再下請に出す場合）下請企業を選定する際には、法令上求められる適
切な保険に加入していることを確認すること

９． （再下請に出す場合）下請企業に対し、作業員を法令上求められる適切
な保険に加入させることを求めること

１０． （再下請に出す場合）下請企業に対し、社会保険関係法令に関する正
しい知識の普及に努め、下請指導ガイドラインに基づいた指導を行う
こと

１１． （再下請に出す場合）下請企業に対し、法定福利費を内訳明示した見積
書の活用を促し、法定福利費相当額を適切に見込んだ金額で契約するこ
と



山形県庁講堂
（山形県山形市松波２丁目８－１）

『この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形図（タイル）を複製したものである。（承認番号 平29東複、第33号）』

会場



会場

福島空港公園事務所会議室（緑のスポーツエリア）
（福島県須賀川市田中字関林１７４－１６）

『この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形図（タイル）を複製したものである。（承認番号 平29東複、第33号）』

会場

福

島

空

港



秋田県庁第二庁舎大会議室
（秋田県秋田市山王三丁目１－１）

『この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形図（タイル）を複製したものである。（承認番号 平29東複、第33号）』

会場



岩手県建設業協会建設研修センター
（岩手県盛岡市松尾町１７－９）

『この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形図（タイル）を複製したものである。（承認番号 平29東複、第33号）』

会場



青森県総合社会教育センター
（青森県青森市荒川字藤戸１１９－７）

『この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形図（タイル）を複製したものである。（承認番号 平29東複、第33号）』

会場
イトー


